
  

 ２００８年１２月４日 

各 位 

 

新 日 本 石 油 株 式 会 社 

新日鉱ホールディングス株式会社 

 

 

経営統合に関する基本覚書の締結について 

 

 

 新日本石油株式会社（以下「新日石」という。本社：東京都港区西新橋一丁目、社長： 

西尾進路）と新日鉱ホールディングス株式会社（以下「新日鉱」という。本社：東京都港区虎

ノ門二丁目、社長：高萩光紀）は、経営統合を行うことについて基本的合意に達し、本日、覚

書を締結いたしました。 

 なお、今後、両社で協議の上、本経営統合に向けた実行計画を立案し、２００９年３月を目

処に「経営統合に関する本契約」を締結する予定であります。 

 

記 

 

１．経営統合の背景・目的 

 エネルギー・資源・素材分野を事業領域とする両社グループにおいては、今後、事業環境

が従来にも増して大きく変化すると予想される中、現下の課題に対処しつつ、持続的な成長

と発展を追求していくことが、企業経営における至上命題となっております。 

 

 特に、新エネルギーや省エネルギーの分野においては、地球環境に対する意識の高まりを

背景に、企業としての重点的な取組みが求められており、一方、資源獲得をめぐる世界的な

動きへの対処も喫緊の課題であります。 

 

 このような事業環境の構造的変化に先手を打ち、激化する競争に勝ち抜くためには、新日

石グループと新日鉱グループが経営資源を統合し、経営基盤を強固なものとするとともに、

新たな経営理念の下で飛躍していくことが最善であるとの判断に至りました。 

 

 統合による経営基盤の強化を通じ、わが国におけるエネルギー・資源・素材を安定的かつ

効率的に確保・供給する体制を確立していくことは、安全保障の観点からも重要な意義を有

するものであり、ひいては、日本のエネルギー・資源・素材の未来の創造に貢献するものと

考えております。 

 

 以上の共通認識に立ち、新日石および新日鉱は、次の３点を基本コンセプトとして経営統

合を行うことについて合意いたしました。 
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（１）両社グループは、対等の立場において、各事業にわたる全面的な統合を実現し、両社グ

ループの経営資源を結集してこれを最大限活用することにより、石油精製販売、石油開

発および金属の各事業を併せ持つ世界有数の「総合エネルギー・資源・素材企業グルー

プ」へと発展することを目指します。 

（２）経営統合後のグループは、積極的かつグローバルに成長戦略を展開することとし、「ベ

ストプラクティス」をキーワードとして、収益性の高い部門に経営資源を優先配分する

ことにより企業価値の最大化を図ります。 

（３）石油精製販売事業については、経営統合により初めて可能となる劇的な事業変革を早期

に実現します。 

 

２．経営統合後のグループの基本的な理念 

（１）「エネルギー・資源・素材」の事業領域において、将来にわたり、地球環境との調和お

よび社会との共生を図り、健全で透明なコーポレートガバナンスと適正かつ機動的な業

務執行体制を確立し、もって、持続可能な経済・社会の構築・発展に貢献します。 

（２）「エネルギー・資源・素材」の上流から下流までの一貫操業体制のもと、安定的かつ効

率的な供給と事業全般にわたる創造性・革新性を追求します。 

 

３．経営統合の方法および経営統合後の体制 

（１）新日石と新日鉱は、共同して株式移転を行うことにより「統合持株会社」を設立し、そ

の後、両社グループの全事業を「統合持株会社」の傘下に統合・再編・整理します。 

（２）「統合持株会社」の直接子会社として、次の「中核事業会社」を置きます。 

① 石油精製販売事業会社 

新日石の石油精製販売事業と株式会社ジャパンエナジー（現在、新日鉱の１００％子

会社）の石油精製販売事業とを統合して設立します。 

② 石油開発事業会社 

新日本石油開発株式会社（現在、新日石の１００％子会社）と株式会社ジャパンエナ

ジーの石油開発事業とを統合して設立します。 

③ 金属事業会社 

日鉱金属株式会社（現在、新日鉱の１００％子会社）を当該中核事業会社と位置付け

ます。 

（３）「その他のグループ会社」については、原則として、次の方針により配置します。 

①「石油精製販売」、「石油開発」または「金属」の各中核事業に属するグループ会社は、

それぞれ当該中核事業会社の子会社とします。 

② 上場会社、グループの共通機能会社および独立事業会社は、「統合持株会社」の直接子

会社とします。 

 

４．経営統合比率

  統合持株会社設立に当たっての経営統合比率（株式移転比率）については、新日石および

新日鉱がそれぞれ起用するファイナンシャル・アドバイザーの評価を参考にしつつ、今後、



 

- 3 - 

両社で協議の上、決定いたします。 

 

５．経営統合の効果 

   石油精製販売事業を中心として、全ての事業部門において公平かつ客観的な観点からあら

ゆるコストを点検し、聖域なき合理化・効率化を推進するとともに、経営統合によるシナジ

ーを発揮して、少なくとも年６００億円以上の統合効果を実現します。また、継続的にその

上積みを図って年１,０００億円以上を目指します。 

 

６．スケジュール 

  ２００８年１２月４日（本日） 経営統合に関する基本覚書締結 

  ２００８年１２月（予定）  デューデリジェンス開始 

  ２００９年 ３月（予定） 「経営統合に関する本契約」（株式移転計画含む。）締結 

  ２００９年 ６月（予定）  両社定時株主総会（株式移転計画の承認の決議） 

  ２００９年１０月（予定）  統合持株会社の設立 

  ２０１０年 ４月（予定）  中核事業会社の設立 

 

   上記は現時点での予定であり、具体的なスケジュールについては、株主総会における承認

および関係当局の審査など、経営統合に向けた諸手続きの進捗に応じて、新日石および新日

鉱で協議の上、決定いたします。 

 

７．その他 

（１）統合持株会社および中核事業会社の社名・本店所在地・ガバナンス・ブランド（商標）・

シンボルマークその他の本経営統合に関する事項につきましては、今後、決定し次第、公

表いたします。 

 

（２）新日石および新日鉱は、円滑な経営統合に向けて、速やかに統合準備委員会を設置し、

協議を行ってまいります。 

以  上 

  

添付資料１．新日本石油株式会社および新日鉱ホールディングス株式会社の概要① 

       （会社概要、最近３決算期間の業績） 

 添付資料２．新日本石油株式会社および新日鉱ホールディングス株式会社の概要② 

       （事業概要、当事会社間の関係） 

 

【本件に関するお問い合せ先】 

新 日 本 石 油 株 式 会 社  広報部広報グループ

新日鉱ホールディングス株式会社  ＣＳＲ・広報担当 

 

ＴＥＬ：０３-３５０２-１１２４ 

ＴＥＬ：０３-５５７３-５１２９ 

 



新日本石油株式会社および新日鉱ホールディングス株式会社の概要　①

会

社

概

要

商　号 新日本石油株式会社 新日鉱ホールディングス株式会社

設立年月日 1888年 5月 10日 2002年 9月 27日（創業 1905年12月26日）

本店所在地 東京都港区西新橋一丁目3番12号 東京都港区虎ノ門二丁目10番1号

代表者 代表取締役社長　西尾 進路 代表取締役社長　高萩 光紀

資本金
（2008年9月末現在）

1,394億円 739億円

発行済株式数
（2008年9月末現在）

14億6,451万株 9億2,846万株

事業内容
石油製品の精製・販売
ガスの輸入・販売
電力の発電・販売

石油製品の製造・販売
非鉄金属製品・電材加工製品の製造・販売

大株主
（2008年9月末現在）

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行㈱信託口（4.8％） 日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行㈱信託口(10.1%)

日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行㈱信託口（4.1％） 日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行㈱信託口(7.1%)

㈱みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行（3.2％）､三菱商事㈱（3.1％） 日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行㈱信託口４G(4.9%)

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行㈱信託口４G（3.0％） ｽﾃｰﾄ ｽﾄﾘｰﾄ ﾊﾞﾝｸ ｱﾝﾄﾞ ﾄﾗｽﾄ ｶﾝﾊﾟﾆｰ(2.4%)

㈱三井住友銀行（2.8％）､野村證券㈱（2.5％） ㈱みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行(2.4%)

㈱三菱東京UFJ銀行（2.1％）

従業員数
（2008年9月末現在）

14,257人（連結）
（内訳:石油精製・販売 9,526人、石油・天然ガス開発 575人、
建設・その他 4,156人）

10,907人（連結）
（内訳:石油 4,327人、金属 5,110人、他 1,470人）

主要取引先 全国特約店および直売需要家 全国特約店および直売需要家、電線メーカーなど

主要取引銀行
㈱みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行、㈱三井住友銀行
㈱三菱東京UFJ銀行

㈱みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行、㈱三井住友銀行
㈱三菱東京UFJ銀行

決算期 3月 3月

純資産
(2008年3月期)

※　　　　（単体） （連結） （連結）

8,273億円 1兆4,293億円 7,653億円

九州石油（単体）　　828億円

総資産
(2008年3月期)

※　　　　（単体） （連結） （連結）

3兆2,336億円 4兆5,942億円 2兆2,512億円

九州石油（単体）　2,731億円

売上高
(2008年3月期)

※　　　　（単体） （連結） （連結）

6兆7,064億円 7兆5,240億円 4兆3,395億円

（連結内訳:石油精製・販売 6兆8,621億円、石油・天然ガス開発
 2,349億円、建設・その他 4,270億円）

（連結内訳:石油 3兆1,939億円、金属 1兆1,196億円、他 765億円）

九州石油（単体）　8,335億円

経常利益
(2008年3月期)

※　　　　（単体） （連結） （連結）

1,321億円 2,757億円 1,920億円

（連結内訳:石油精製・販売 1,539億円、石油・天然ガス開発
 1,113億円、建設・その他 105億円）

（連結内訳:石油 678億円、金属 1,134億円、他 113億円）

九州石油（単体）　　　78億円

※2008年10月に統合した九州石油分は外数

添付資料１

＜最近３決算期間の業績＞

ア．新日本石油株式会社　　※2008年10月に統合した九州石油分は外数 （単位：百万円）

決算期 2006年3月期 2007年3月期 2008年3月期 2006年3月期 2007年3月期 2008年3月期
売上高 6,117,988 6,624,256 7,523,990 5,177,713 5,826,415 6,706,382
営業利益 303,930 159,684 263,962 84,519 14,445 115,325
経常利益 309,088 186,611 275,666 93,639 33,101 132,088
当期純利益 166,510 70,221 148,306 74,504 26,405 85,647
1株当たり当期純利益（円） 114.08 48.12 101.49 50.97 18.06 58.53
1株当たり年間配当金（円） 12.00 12.00 12.00
1株当たり純資産（円） 775.62 829.64 896.06 516.50 537.11 565.13

イ．新日鉱ホールディングス株式会社 （単位：百万円）

決算期 2006年3月期 2007年3月期 2008年3月期
売上高 3,026,262 3,802,447 4,339,472
営業利益 144,448 132,258 103,186
経常利益 188,722 224,236 192,026
当期純利益 96,905 106,430 99,299
1株当たり当期純利益（円） 113.87 117.98 107.14
1株当たり年間配当金（円）
1株当たり純資産（円） 551.36 671.56 735.22

連結ベース

連結ベース 単体ベース



新日本石油株式会社および新日鉱ホールディングス株式会社の概要　②

事

業

概

要

　

（

石

　
油

）

商　号 新日本石油株式会社 新日鉱ホールディングス株式会社

上流
生産量 14.5万BD   （2007年平均） 1.6万BD   （2007年平均）

埋蔵量 708百万Bbl (2007年12月末現在) 110百万Bbl (2007年12月末現在)

原油輸送 ﾀﾝｶｰ隻数 VLCC 22隻(2008年12月1日現在) VLCC 9隻(2008年12月1日現在)

精製

供給

グループ製油所
原油処理能力

（2008年12月1日
　　現在）

(千BD) (千BD)

室蘭製油所 180 水島製油所 205

仙台製油所 145 鹿島製油所（鹿島石油㈱） 270

根岸製油所 340

大阪製油所 115

水島製油所 250

麻里布製油所 127

大分製油所 160

富山製油所（日本海石油㈱) 60

合計 1,377 合計 475

製品輸出数量
(外貨ジェット、ボンド重油を除く)

425万ＫＬ（2008年3月期）※ 51万ＫＬ（2008年3月期）

物流 油槽所数 49ヶ所 （2008年12月1日現在） 15ヶ所 （2008年12月1日現在）

販売

燃料油国内販売量 5,613万KL（2008年3月期）※ 2,276万KL（2008年3月期）

販売シェア 25.7％※ 10.8％

特約店数 635社 （2008年9月末現在）※ 320社 （2008年9月末現在）

ＳＳ数  10,242ヶ所 （2008年9月末現在）※ 3,441ヶ所 （2008年9月末現在）

石油化学

 ﾊﾟﾗｷｼﾚﾝ生産能力 160万㌧／年（2008年12月1日現在） 102万㌧／年（2008年12月1日現在）

 ﾍﾞﾝｾﾞﾝ生産能力  80万㌧／年（2008年12月1日現在）  52万㌧／年（2008年12月1日現在）

 ﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ生産能力  90万㌧／年（2008年12月1日現在）   9万㌧／年（2008年12月1日現在）

※2008年10月に統合した九州石油分との単純合算ベース

事
　
業
　
概
　
要
　

（
　
金
　
属
　

）

上流

（万㌧/年）
エスコンディーダ銅鉱山（チリ） 2.0% 2.1
コジャワシ銅鉱山（チリ） 3.6% 1.8
ロス・ペランブレス銅鉱山（チリ） 15.0% 5.1
グループ権益生産量（銅量） 9.0
※％は日鉱金属出資比率

中流
（銅製錬）

（万㌧/年）
パンパシフィック・カッパー
　佐賀関製錬所および日立精銅工場 45
　玉野製錬所 ※ 16
ＬＳ－ニッコー・カッパー（韓国）
　温山工場 51
グループ製錬諸能力 112
※パンパシフィック・カッパー出資分

下流

電材加工事業
　磯原工場（半導体用・FPD用ターゲットなど）
　白銀工場（圧延銅箔、電解銅箔など）
　倉見工場（コルソン合金など）
環境リサイクル事業
　日立工場

＜当事会社間の関係＞
　ア．資本関係  なし
　イ．人的関係　なし
　ウ．取引関係　新日本石油株式会社と、新日鉱ホールディングス株式会社傘下の株式会社ジャパンエナジーは、
　　　　　　　　精製、物流等の分野において業務提携を行っております。

添付資料２


